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研究要旨 

はじめに：本研究は、医療保険制度の持続可能な運営を目指し、第 4期医療費適正化計画の推進に

必要なエビデンスを構築することを目的としている。これには、効果が乏しいとされる医療の特定、

医療資源の地域差に関する調査、特定健診等の健康増進効果の分析が含まれている。背景には、高

齢者の医療確保に関する法律に基づく医療費適正化計画の作成があり、2024年度から始まる第 4期

計画では、新たな目標として医療資源の効果的・効率的な活用が掲げられている。 

方法と結果：本研究では、以下の３つの分野で検討を進めた。①効果が乏しい医療（LVC）の特定

として、文献レビューに基づき、レセプトデータで同定可能な LVC項目をリストアップした。具体

的に、感冒に対する抗菌薬、甲状腺機能低下症に対する T3 測定、腰痛に対するプレガバリンなど

が挙げられた。②医療資源の地域差分析として、専門家等へのヒアリングにより、迅速病理診断、

放射線治療、超音波検査などの地域差が有用であるとの意見が出された。これに基づき、地域差の

ある医療項目の NDBデータを用いた分析を計画した。③特定健診等の効果測定として、特定保健指

導の階層化基準や疾病定義を設定し、健診受診者と非受診者の医療費や糖尿病発症率の比較分析を

行った。また、健康診査の検査値と心血管イベントや死亡の関連を分析し、成果を発表した。 

結論：本研究の 1年目は、文献レビュー、ヒアリング、既存データベースの分析により、LVC項目

の特定や医療資源の地域差の理解を深めた。これらの成果を基に、次年度以降は NDBを活用して日

本全国の詳細な分析を進める予定である。今後の研究では、さらに具体的なデータ分析を通じて、

医療費適正化計画の実効性を高めるエビデンスの提供を目指す。 
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Ａ. 研究目的 

【背景】 

高齢者の医療の確保に関する法律において、医

療保険制度の持続可能な運営を確保するため、

都道府県が保険者・医療関係者等の協力を得な

がら、住民の健康保持や医療の効率的な提供の

推進に向けた取組を進めるため、医療費適正化

計画の作成が定められている。6 年ごとに計画

期間を定められており 2024 年度より開始され

る第 4期の医療費適正化計画に向けた議論が社

会保障審議会医療保険部会において議論され、

2022年 12月にとりまとめられた。 

第 3期までの医療費適正化計画においては、後

発医薬品の利用促進や重複投薬・多剤投与の取

組、特定健診・特定保健指導（以下「特定健診

等」）等の施策が行われてきたが、第 4期の計

画に向けては、これまでの取組の推進に加えて、

新たな目標として医療資源の効果的・効率的な

活用に関する取組の推進や、「経済財政運営と

改革の基本方針 2021」（令和 3 年 6 月 18 日閣

議決定）を踏まえ、計画の実効性を高めるため

関係者の取組への参加促進等を行うこととさ

れている。 

こうした中、医療資源の効果的・効率的な活用

については、①効果が乏しいというエビデンス

があることが指摘されている医療、②医療資源

の投入量に地域差がある医療についての取組

が位置づけられている。本邦においてはレセプ

ト情報・特定健診等情報データベース（NDB）が、

ほぼ全ての医療サービスを網羅するデータベ

ースとして構築されているが、上記についての

実態の分析については、十分なエビデンスが集

積されていない。また、③特定健診等について

は、2024 年から特定保健指導について、成果が

出たこと（減量の達成等）を評価する体系に制

度が変更される。この制度の見直しを踏まえて、

特定健診等についてのエビデンスの集積が今

後とも必要となる。 

【目的】 

本研究では、2024 年度からはじまる第 4期医療

費適正化計画等において、①、②に関連する諸

外国の先行する文献レビューや NDBでの都道府

県差等の実態調査を行い、③についても健康増

進効果等について、制度改正を踏まえた必要な

分析を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では上記で示した①～③の分野で検討を

進めた。それとともに、④に示す NDB特別抽出デ

ータの提供申出申請を行い、データ提供後、DB作

成を進めた。 

 

① 効果が乏しいというエビデンスがあること

が指摘されている医療 

国内・海外の文献レビュー等により把握すべき、

効果が乏しいというエビデンスがあることが指

摘されている医療（以下、low value care [LVC]）

の項目の特定を試みた。具体的には、以下の３ス

テップで進めることとした。 

A) 先行文献に基づき、まず、確実に効果がな

いという臨床的エビデンスが存在する医療行

為のうちレセプトデータで同定可能なものを

リストアップする。 

B) 次に、臨床の立場から文献として得られて

いない知見を、行政などの立場からモニタリン

グが実現可能かどうかの情報を収集し、潜在的

にモニタリング項目として提案できる LVCを同

定する。 

C) 最後にレセプトでの測定のためのアルゴリ

ズムをレセプトデータ分析に長けた医師など

でコンセンサス法などに基づき、作成する。 
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② 医療資源の投入量に地域差がある医療 

専門家へのヒアリングを行い、医療資源の投入

量の都道府県等の差がある医療の対象を 

具体的には、日本臨床衛生検査技師会・日本診

療放射線技師会・日本病理学会のほか、複数の呼

吸器内科専門医・消化器外科専門医・泌尿器科専

門医・訪問診療クリニック常勤医等にヒアリング

を行い、分析対象の絞り込みを行った。 

 

③ 疾病の罹患状況や重症疾患の発生状況等を

含めた特定健診等の効果測定 

特定健診等については、費用対効果等につい

ての指摘もあり、医療費の効果分析が行われて

きたが、健康増進の観点から、患者情報を突合

したＮＤＢ等を用いて疾病の罹患状況や重症

疾患の発生状況等を検証し、特定保健指導の実

施状況等のデータと組み合わせることでエビ

デンス評価のための調査分析を行う。 

令和５年度は、NDB のデータ提供を待ちつ

つ、A)次年度以降の研究デザイン・分析手法を

検討し、B)奈良県 KDB と商用データベースで

ある DeSC データベースを試行的に分析した。 

 

④ NDB特別抽出データ 

悉皆データである NDBを用いて①～③を分析

する必要があるため、NDB 特別抽出データの提

供申出を行い、DB化を試みた。 

 

Ｃ. 研究結果 

① 効果が乏しいというエビデンスがあること

が指摘されている医療 

今年度は方法に示した Aの一部を完了した。 

その結果として、日本を含む複数の国の研究報

告から、感冒に対する抗菌薬・甲状腺機能低下症

に対する T3測定・腰痛に対するプレガバリン・腰

痛への脊椎注射・子宮収縮抑制剤(ウテメリンな

ど）の内服などが挙げられ、これらは Bにつなが

ることが示唆された。また、まだリスト化に至っ

ていないものの、諸外国のプライマリケア領域や

外科手術領域、日本の unpublished data として

研究分担者らが進行中の別の研究においても新

たな LVCのリストアップ項目があることが判明し

た。（分担報告書１） 

 

② 医療資源の投入量に地域差がある医療 

病理学会からは迅速病理診断やゲノム病理診

断の地域差、日本診療放射線技師会からは RI 内

用療法や放射線治療施設数の地域差・小児がんに

おける放射線治療や小児科医の地域差・JASTROが

推奨する骨転移に対して手術できる整形外科と

放射線科医師とのカンファレンスの実施地域差

などの意見が出された。日本臨床衛生検査技師会

からは訪問診療における超音波検査と、直腸肛門

機能検査の地域差が政策的介入の余地があると

の意見が出された。（分担報告書２） 

消化器外科専門医・泌尿器科専門医・訪問診療

クリニック常勤医等から上記、特に日本臨床衛生

検査技師会からの意見に同意がなされた。 

また、より高度・先進的な外科手術の指標とし

て消化管の悪性腫瘍に対するロボット手術の割

合や、ガイドラインに沿った治療の実施状況とし

て消化管の癌に対する術前化学療法の実施割合、

比較的診断が難しいとされる間質性肺疾患を正

しく診断できているかの指標として抗線維化薬

の投与状況、喘息の増悪率を低下させるための重

症喘息に対する抗体製剤の投与状況の地域差な

ども挙げられた。 

 

③ 疾病の罹患状況や重症疾患の発生状況等を

含めた特定健診等の効果測定 
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 A)次年度以降の研究デザイン・分析手法を検討

については、特定保健指導対象者の階層化基準、

糖尿病発症・腎代替療法・心血管疾患の定義づけ

を行ったうえで、健診受診有無・健診後医療機関

受診有無や特定保健指導対象者の階層化基準を

含む健診結果についてのアウトカム発生リスク

を算出し、健診受診・健診後の医療機関受診・特

定保健指導等の効果量の推定を実施することと

した。また、特定健診等のエビデンス創出に向け

て、本研究班では第 1 種の過誤の確率を制御した

手法を提唱し、論文化した 

 B)の試行的に分析については、奈良県 KDB を

用いて特定保健指導受診者と非受診者の医療費・

糖尿病発症率の比較、奈良県国保データを用いた

特定健診で HbA1c 高値を指摘された者の受療行

動に関する調査、特定健康診査・後期高齢者健康

診査の階層化基準とその後の心筋梗塞発症の関

連を実施し、発表した。また DeSC データベース

を用いて入院者や通院者でない被保険者におけ

る健康診査の検査値と心血管イベント・死亡の関

連の分析、健康診断における HbA1c 高値の受診

者の医療機関受診までの日数に関する分析を行

った。（いずれも分担報告書３） 

 

④ NDB特別抽出データ 

令和５年６月の匿名医療情報等の提供に関す

る専門委員会にて無条件承諾を得て、同年７月に

抽出依頼を行った。そして令和６年２月から 3月

にかけてデータ提供を受け、コホート可能な分析

ができるよう DB 化を行った。分担報告書４に示

した通りのデータ量と DBのロード時間であった。

DB へのロード作業とより精緻に分析を行うため

の名寄せ、1 患者化処理が必要となるため、本年

度内に分析環境の構築までは完了しなかった。 

次年度以降も引き続き分析環境の構築を進めて

いくが、現時点では令和６年 8月頃に構築が完了

する見込みである。 

 

Ｄ. 考察   

本年度は全体として NDB 特別抽出データの提

供・DB化を待ちつつ、文献レビューやヒアリング、

既存のレセプト等のデータベースを用いた分析

を行った。 

①については多くの医療が LVCとなりうる項目

があることが判明したが、それら潜在的な LVCリ

ストから確実に効果に乏しいと言えるものを抽

出していく予定である。②についてはヒアリング

で意見が出されたもののうち、放射線関連の一部

は NDBやその他公開データ等による分析が困難で

あるが、それ以外をまずは NDBを用いて分析を実

施する予定とする。③についても分析手法の検討

や試行的分析を踏まえて、NDB を用いた分析を次

年度実施する。 

 

Ｅ. 結論 

１年目は文献レビューやヒアリング、既存のレセ

プト等のデータベースを用いた分析にとどまっ

たが、これらの結果を踏まえて２年目以降に NDB

を用いて日本全国の分析を進めていく。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 
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rithms using administrative health claims 

database equivalence factors for real-world 
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までの日数に関する分析．第 66 回日本糖尿

病学会年次学術集会．

４）玉本咲楽, 西岡祐一, 西岡祐一, 竹下沙希, 

森田えみり, 明神大也, 野田龍也, 今村知明．

特定健康診査・後期高齢者健康診査の階層化

基準とその後の心筋梗塞発症の関連．第82回

日本公衆衛生学会総会．
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１．特許取得 
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２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 
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